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要約：近年では，管理会計研究の領域が広がり，管理会計研究はどのようになっているだろうかと
いった研究方法論やアプローチを取り扱った議論が見られるようになっている。本研究の目的は，文
献レビューを通じて2000年以降の管理会計研究の動向を明らかにすることである。本研究の成果は，
管理会計研究の現状を明らかにしたことである。わが国においては，管理会計理論の構築のために，
理論の検証を行う研究も必要になるであろう。今回のレビューから，北米で通用する管理会計研究の
ためには，リサーチ・クエスチョンを明確にした内部妥当性が高い仮説検証型の研究の必要性が示唆
されたのであった。 ただし，管理会計研究全般からいえば，研究方法の多様性は認められるべきであ
ろう。
キーワード：管理会計研究，研究方法，文献レビュー，動向，Zimmerman論争
Abstract：In recent years, the field of management accounting research has expanded. The 
literature includes discussions on research methodologies and approaches. This literature review 
surveys management accounting research from 2000 to 2010. The results clarify the state of 
management accounting research during this decade. Further research is necessary, to construct 
and verify management accounting theory in Japan. Also, for North America, this review suggests 
a need for hypothesis-testing with high internal validity. However, from a general perspective, the 
study recognizes the diversity of research methods.
Keyword：�Management accounting research, research methods, literature reviews, trend, 

Zimmerman’s Contentious

Ⅰ　はじめに

　
　近年では，管理会計研究の領域が広がり，管理会
計研究はどのようになっているだろうかといった研
究方法論やアプローチを取り扱った議論が見られる
ようになっている。このような論調の要因の１つと
してレレバンス・ロスト以降の研究に対する反省が
あげられる。そこでは，管理会計の個別手法を取り上
げ，研究方法としてケース・スタディを用いた論文
が多くみられたのであった。例えば，1990年代では，

個別手法である活動基準原価計算（Activity-Based 
Costing， 以 下ABC） や 活 動 基 準 管 理（Activity-
Based Management，以下ABM），バランスト・スコ
アカード（Balanced scorecard，以下BSC），あるい
は原価企画などをテーマにした研究が多くみられたの
であった。
　これに対して，2000年頃から研究方法をどうすべき
かといった論調へ変化した。そこでの論調は，管理
会計理論の構築およびそのための研究方法の精緻化
であった。そこでの議論は，研究の方法，理論ベー



ス，および対象をどのように選択し，研究成果をどの
ジャーナルに掲載するのかに焦点があてられた。
　しかしながら，研究に関しての議論は，近年にだけ
見ることができる特徴ではない。研究は，「今後，こ
の動きはどう進んで行くのであろうか。管理会計研究
を今後いかに行うべきなのか。従来の管理会計研究・
教育は改めなければならないのか」（廣本（1993），
p.4）といつも自問するものなのである。
　そこで本研究の目的は，わが国における管理会計研
究の動向を明らかにすることである。研究の現状を確
認し，そして今後の管理会計研究をどのようにすれば
よいかを検討する。このために，文献レビューを通じ
て，2000年以降のわが国における管理会計研究はどの
ようになるのか，その方向性を確認する。管理会計を
論じるときに実務あるいは理論・研究を対象としてい
るのか，そして個別手法あるいは総体としての管理会
計を対象としているのかを明確にする必要があるが，
本研究では，総体としての管理会計研究を対象とす
る。

Ⅱ　前史

　Johnson and Kaplan （1987）のRelevance Lost: The 
Lase and Fall of Management Accounting （鳥居宏
史訳『レレバンス・ロスト：管理会計の盛衰』，以下

「レレバンス・ロスト」という）は管理会計の研究方
法の流れを変えた影響力の強い研究であることは周知
の通りであろう。そこでこれを起点にそれまでの管理
会計研究の歴史とそれ以降の研究の傾向を概略する。

（１）レレバンス・ロスト以前の管理会計研究

　廣本（1993）によれば，米国における管理会計の
生成と発展を解明するために，「経営管理に役立つ
個々の計算技法・概念の発展を踏まえながら，それら
が，いつ，いかなる事情のもとに，いかに体系化され
てきたか」を踏まえ次のように時代区分が行われた

（pp.30-31）。
　生成期（1919-29年）と呼ばれるのは，米国ではじ
めて管理会計の体系が成立した時代で，1924年に刊行
されたJ. O. McKinseyのManagerial Accountingがこ
の時代の管理会計論を代表する。標準原価計算と予算
管理が誕生した時代である。
　成長期（1930-45年）は，1929年の大恐慌によって
引き起こされた大不況期を背景に，生成期管理会計論
で体系化されていなかった利益計画や意思決定のため

の管理会計手法・概念が発展するとともに，伝統的管
理会計論の指導原理である「異なる目的には異なる原
価」の思考（適切性思考）が会計専門家の間に浸透し
ていった時代である。この時代に誕生した主な手法は
直接原価計算である。
　確立期（1946-66年）は，「異なる目的には異なる原
価」の思考を基本的思考とする管理会計論が展開さ
れ，生成期以降に生成発展した管理会計手法・概念も
含んで新たな体系化が図られた時代である。それは現
代の管理会計論の基礎を形成しており，伝統的管理会
計論と呼ばれる。管理会計論において今日まで広く採
用されている２つの主要な体系である計画会計・統制
会計の体系と意思決定会計・業績管理会計の体系が提
唱された時代である。
　展開期（1966年以降）は，ASOBAT （Statement of 
Basic Accounting Theory）の影響の下に学際的研究
が展開され，意思決定モデルを基礎とした分析的研究
が進展し，また，基礎研究が重視されるようになった
時代である。それ以来1980年代まで，数理的・分析的
な研究が米国における管理会計研究を特徴づけてき
た。

（２）レレバンス・ロスト以降の管理会計研究

　レレバンス・ロストは，管理会計の理論と実務の
乖離を指摘し，管理会計の適合性の回復を呼びかけ，
管理会計研究者に多大な影響をもたらした。Johnson 
and Kaplan （1987） は，「今日の管理会計情報は，企
業の財務報告システムの手続きやサイクルで生み出さ
れているが，非常に遅延するし，概括的でかつ歪めら
れているので，管理者が計画を設定したり意思決定す
るのに適切ではない」（邦訳書，p.1）と指摘し，「実
質的に1925年までに，今日利用されている全ての管理
会計実務は開発されてしまった」（邦訳書，p.10）と
断言したのであった。
　Johnson and Kaplan（1987）の指摘が適切かどうか
は別にして，このように当時の管理会計研究に対して
の痛烈な批判とともに，企業に潜む優れた実務の発掘
や理論化といった管理会計研究の新たな指針を示した
のであった。加登他（2007）によれば，「それまで利
用者意思決定アプローチと呼ばれる数理モデルを用い
た理論家として第一線で活躍してきたKaplan自身に
よる主張であったことからも，その影響力の大きさは
甚大だった」（p.10）と回顧している。
　レレバンス・ロストが発行された1980年代後半以
降，管理会計の新たな手法が開発された。例えば，米
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国においてはCooperとKaplanによってABCが提唱
された。1990年以降，ABCは原価管理を目的とした
ABMへ移行し，それと同時期にKaplanとNortonによ
るBSCも開発された。わが国においても，原価企画が
紹介されたのであった。このように管理会計研究が実
務を対象とすることに目が向けられ，その実務を記述
するような研究方法（例えば，ケース・スタディ）が
とられるようになった。研究対象および研究方法に
ついて管理会計研究の大きな転換期を迎えたのであっ
た。
　これまで見てきたように，レレバンス・ロスト以前
からも常に管理会計研究はどうあるべきか探求されて
きたといえるが，レレバンス・ロスト以降には実務を
積極的に理解し記述する研究スタイルへと変化した。
ところが2000年頃になると，個別手法の議論が落ち着
きはじめ，一転して管理会計研究のあり方について論
じられるようになったのである。

Ⅲ　Zimmerman論争 

　2000年頃から管理会計研究の研究方法について論じ
られることが多くみられるようになった。そのなかで
もZimmermanが2001年に発表した論文“Conjectures 
regarding empirical managerial accounting research” 

（管理会計の経験的研究に関する推測）の影響力が
大きいとみられている（加登他（2007））。そこで，
Zimmerman（2001）が引き起こした一連の論争１）の
概略を見ていく。

（１）Ittner and Larcker （2001）の所説

　ZimmermanがIttner and Larcker （以下ILという）
（2001）の論文を引き合いに議論したことにより一連
の論争が始まる。ILの研究目的は，①管理会計にお
ける既存の経験的研究を批判的にレビューすること，
②これらの論文の方法論にあるいくつかの欠点を指摘
すること，そして③将来の研究のために提案をするこ
とであった（p.74）２）。
　ILは，管理会計における経験的研究に関する一般的
見解として，従来からの流行のトピックが十分に調査
されつくされなくても，新しく革新的な管理会計のト
ピックが出現すると，従来の研究トピックが消える傾
向があることを言及している（p.11）。
　ILによれば，管理会計研究の結果を一般化すること
を困難にする要因に，研究者が使用するサンプル，研
究方法，および理論の多様性があるという。この多様

性の要因の１つは，管理会計研究に使用される理論分
野の相違である。管理会計研究において，経済学，心
理学，社会学，オペレーションズ・リサーチを含む幅
広い分野の理論が利用される。利用される理論の多様
性は，管理会計の経験的研究の多くが北米以外の地
域で行われているという事実にも起因する。北米で
は，大学院の博士課程や研究において経済学を重視す
る傾向があるが，世界の他の地域にある多くの大学で
は，組織行動や社会学などの行動に関連した分野を
より重視する。当該研究においても参考文献として使
用しているものは，主要な経済学指向の北米のジャー
ナルというよりも行動志向の欧州のジャーナルである
Accounting, Organizations, and Societyからの参照が
大幅に多くなっているという（p.12）。
　管理会計研究が多様化しているもう１つの要因とし
て，公的に利用可能なデータがないことである。財務
会計では，財務諸表などのデータベースからデータを
取得できるが，管理会計研究あるいは実務のデータは
ほとんど入手できないのである。管理会計研究者は，
研究ごとに異なる情報収集方法を使用して調査を実施
するか，コンサルティング会社などからデータを取得
するか，あるいは研究所から企業のデータを収集する
必要がある（IL（2001），pp.12-13）。
　このようにILの所説によれば，管理会計研究は流行
のトピックを追う傾向があること，研究方法が多様化
していること，そしてデータの取得の困難性を示した
のであった。

（２）Zimmerman（2001）の概略

　Zimmerman（2001）は，“Conjectures regarding 
empirical managerial accounting research” に お い
て，管理会計の経験的研究の現状を考察した。論文冒
頭で「管理会計の経験的研究から実質的で累積的な知
識体系を作り上げることができなかった」（p.411）と
主張した。論文前半でILを引き合いに議論し，そして
後半には管理会計の経験的研究が体系的な一連の研究
結果を蓄積できなかった理由についての推測を示し
た。
　 ま ずILに つ い て，Zimmerman（2001） は 会 計
ジャーナルの範囲を超えて実務家向けジャーナルや北
米以外のジャーナルを取り扱っており，ILが引用し
ている論文のほとんどが非主流（nonmainstream）の
ジャーナル３）であると言及した（pp.411-412）。実質
的な知識体系を生み出せなかったのは，ILのせいでは
なく，研究自体にあるという。
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　ILが レ ビ ュ ー し た ほ と ん ど の 文 献 で は， 実 務
（ 例 え ば，ABCやBSC等 ） を 取 り 扱 っ て い た が，
Zimmerman（2001）によれば，管理会計の経験的研
究が実務を記述するだけで実務から提案された理論を
開発し，検証するに至っていないという。実務を記述
すること自体が生産的でないわけではないが，記述
的研究だけでは，管理会計理論を構築することや管
理会計実務を理解することができないという（pp.413-
414）。
　次に，Zimmermanは管理会計の経験的研究が知識
体系を生み出すことができなかった理由の１つに，研
究の目的が理論を検証することではないためであると
主張した（p.417）。理論は観察されたものを記述し，
理論から導き出された仮説を経験的に検証し，まだ観
察されていないものを予測するものであり，理論が定
式化されたときに知られていなかった現象を予測して
説明することにより，われわれの知識と理解を広げる
という（pp.417-418）。
　そして，Zimmermanは，管理会計の経験的研究に
ついて体系的な蓄積ができなかった理由について考察
した。管理会計研究がなぜ批判をされてしまうのかに
ついて，次のような原因を示した（pp.419-425）。
　①データの欠如
　管理会計の経験的な研究を妨げる唯一で最大の要因
は，管理会計実務が企業内部で行われていることによ
るデータの欠如である。企業内部の情報は外部に発信
されることがないためである。
　②研究方法の誘因
　ビジネススクールの教員に対して，大学の方針に
より報酬を与えるようなインセンティブがあること
で記述的研究に駆り立てる誘因がある。大学側が実
務ジャーナルに掲載されることを好み，学生も実務
ジャーナルに掲載された論文の著者である教員を好む
という。
　③経済学という理論ベースの欠如
　管理会計の経験的研究の進歩を遅らせる要因に非経
済学にもとづく（non-economics-based）理論へ依存
している。
　上記の②研究方法の誘因と③経済学という理論ベー
スの欠如を焦点にして，管理会計研究について議論が
白熱することになる。

（３）Zimmerman（2001）への反論

　上述のZimmerman（2001）に対する反論の論文
が，The European Accounting Reviewの第11巻第４

号に特集として掲載された４）。
　Hopwood（2002） で は， 管 理 会 計 研 究 に お け
る経済学が果たす役割について，そして本流とさ
れるジャーナルについて言及した。Hopwoodは，
Zimmerman（2001）のIL（2001）に対する批判的分
析は正しかったとしながら，Zimmermanの偏見や先
入観もあると指摘した。また，管理会計研究における
経済学の役割については強力であると認めつつ，他の
社会科学分野と同じ制約や問題を抱えていることにつ
いても言及した（p.784）。
　IL（2002）もZimmerman（2001）について反論し
ている。ILも管理会計研究における知識体系の構築に
向け言及した。将来の有望な研究の方向性がどこに向
かっているのかを見通すのに文献レビューは重要だと
考えられている（p.787）。また，ILはフィールド・ス
タディが管理会計の知識体系を構築する初期段階にあ
ることに同意はしているが，フィールド・スタディか
ら何も学べないというZimmerman（2001）の見解お
よび経済学という唯一のフレームで研究することには
同意を示していない（p.788）。最後にILは，経済学だ
けでなく，行動科学的なアプローチも併用すること
で，管理会計研究の実質的な洞察が生まれると示唆し
ている（p.792）。
　Luft and Shields（ 以 下，LSと い う ）（2002） は，
Zimmerman（2001）とは対照的に，これまでの管理
会計研究がさまざまな社会科学（主に経済学，心理
学，社会学）の理論にもとづいており，この多様性が
管理会計の応用分野にとって適切であると考えてい
る。経済学が管理会計の多くの経験的研究によい基盤
を提供する一方で，人々の選好や人々がどのように考
え，他者とどのように関係するのかという管理会計の
より重要な特徴を他の社会科学が説明できる可能性を
もっているとLSは主張した。管理会計の経験的研究
が社会科学からの多様な理論的枠組みを使用すると，
管理会計実務をより完全に説明することができると
LSは結論づけた（p.796）。
　Lukka and Mouritsen（以下，LMという）（2002）
は，管理会計研究において多様性があることが科学
としての発展に役立つと考えている。Zimmerman

（2001）がいう経済学にもとづく研究は，他の科学と
同様に取り扱う領域を狭くし，議論の余地のないよ
うにするが，このような研究基盤が社会的，組織的，
行動的な文脈における管理会計についての興味深い
命題を構築・調査し，有意義な理論を開発する可能
性を制限するとLMは示唆した（pp.805-806）。LMは
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Zimmermanとは対照的に，管理会計研究における異
質性に対して許容することを主張したのである。学術
ジャーナルが活性化するためには，研究パラダイムな
どによって制限されなければならない場合があること
を認めているが，科学の進展のためには異質性の許容
が必要であることを言及した（p.810）。
　Hopwood（2002），IL（2002），LS（2002），および
LM（2002）の共通点は，管理会計研究に対して経済
学ベースという単一の方法ではなく，社会学，心理学
などの多様なアプローチの仕方を提案したのであっ
た。また，これに関連して研究対象についても理論の
検証だけでなく，実務の記述にも意義があることを述
べている。

（４）ポスト・レレバンス・ロスト

　これまで見てきたように，管理会計の経験的研究の
状況がどのようになっているのか認識し，慎重かつ適
切な検証をする必要がある。近年の欧米ではこうした
研究が進みつつある。例えば，LS（2003），Van der 
Stede, et al.（2005），Bonner et al.（2006）の研究を
あげることができるが，これらの論文は明記されてい
るか否かにかかわらず，いずれもZimmerman論争で
提示された理論ベース，研究方法などについての問題
点を実際に検証するという形で進められている。こ
の意味で，一連のZimmerman論争は管理会計研究に
新たな展開を可能にした点で，大きな意義を持つもの
といえる。この論争を通じて，管理会計研究方法の多
様性とその特徴ならびに問題点が確認されたといえる

（加登他（2007），p.14）。
　これまでわが国の管理会計研究者はZimmerman論
争にはあまり目を向けてこなかった。しかし，世界の
管理会計研究にとっては次の２つの意味で意義のあ
る議論だった。すなわち，「第一は，この論争がレレ
バンス・ロスト以降の『管理会計の有用性回復』を
第一義的な目的とした研究から，『ポスト・レレバン
ス・ロスト』の研究への移行を示唆した点である。つ
まり，論争では有用性の回復という研究目的は影を潜
め，管理会計研究の『科学』性を強調するなど，理論
的整合性の重要性が議論されたのである。第二は，こ
れらの論争が，過去の研究の方法論的正当性と研究結
果の妥当性を検証する動きの契機となった，という点
である」（加登他（2007），pp.1-2）。

Ⅳ　わが国の管理会計研究の動向

　
　2000年以降に管理会計研究の動向をレビューした文
献を対象にどのように現状を把握しているのか，研究
対象および研究方法について検討した。

（１）研究対象

　本研究の目的である管理会計研究の現状と動向を把
握することと同様に，検討した文献は管理会計研究が
どこへ向かっているのか，そしてわれわれ研究者はど
う対応しなければいけないのかという動機のもと文献
レビューが行われていた。
　近年において，管理会計研究の方向性を見出すため
に，内容を検討する伝統的な文献レビューではなく，
研究の傾向を検討するために書誌学的方法を用いたシ
ステマティック・レビューが見られるようになった。
例えば，システマティック・レビューを使用した研
究として，わが国においては，加登他（2008）がVan 
der Stede te al. （2005）の研究方法に従い，わが国の
管理会計研究の追跡調査を実施した。
　本研究の対象がレビュー論文であるので，レビュー
した文献の研究方法は言うまでもなく文献レビューが
とられている。文献レビューにとって各文献が個別の
データになるので，文献の選定が重要となる。
　文献の選定方法について，システマティック・レ
ビューにおいてはできる限り客観的な方法で明示され
る。どういった雑誌を対象にしたのか，どの文献デー
タベースを使用したのか，またどのくらいの期間を対
象としたのかなどを示すのである。わが国では，基本
的に主要会計雑誌（『會計』，『会計プログレス』，『管
理会計学』，『原価計算研究』，『メルコ管理会計研究』，

『企業会計』，『産業経理』）から論文が抽出されること
が多いが，そこからさらに著者による選別が行われる
ことがある。
　例えば，加登他（2008）によれば，主要会計雑誌に
掲載された管理会計研究のうち，郵送質問票調査を
行っている論文を，1985年から 2004年の 20年間を対
象にして抽出している（p.6）。
　BSCのレビューを行った河合・乙政（2012，2013）
では，①KaplanとNorton によるBSC に関わる一連の
著作のいずれかを参考文献に挙げている論文，ない
しは，タイトルにBSCを含めている論文を，「広義の
BSC論文」として抽出した。次に，抽出した論文の中
から，タイトルもしくはキーワードにBSCを含む論
文，および，著者らがBSC を研究していると判定し
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た論文を，当該研究の分析対象となる「狭義のBSC論
文」として選別している（pp.3-4）。
　マネジメント・コントロール研究のレビューを
行った横田他（2018）では，キーワードとなる「プ
ランニング（Planning）」もしくは「コントロール

（Control）」の用語が，①タイトル，②キーワード，
③要旨，④本文の最初のセクション，⑤本文の最後の
セクション，のいずれかに含まれている論文を抽出し
た（p.62）。
　また，論文の選定にあたって，文献データベース
である国立情報学研究所のCiNiiを用いてキーワード
検索が行われることもある。例えば，日本企業の管
理会計利用実態を調査した吉田他による一連の研究

（2008ab，2009abc，2018ab）において，①「実態」，
「実証」，「郵送」，「郵便」，「質問」，「調査」のいず
れかのキーワードと②「原価」，「コスト」，「業績」，

「 予 算 」，「 管 理 会 計 」，「ABC」，「ABM」，「ABB」，
「BSC」，「バランスト・スコアカード」，「EVA」「経
済or付加or価値」，「設備投資」，「環境会計」，「マネジ
メント・コントロール」，「非財務」のいずれかのキー
ワードを含む（つまり①群と②群のand検索により）
文献を抽出している。
　文献レビューをするにあたり，Zimmermanが示し
た理論ベースや研究方法についての課題を検討するこ
とが多い。つまり，管理会計の実務を取り扱うのか研
究を対象とするのか，そして次に研究テーマ（トピッ
ク）として何を取り扱うのかである。さらに研究が進
展すると，製造業か非製造業か，マネジメント階層の
どこか，上場企業か中小企業かといった研究対象（研
究サイトともいう）をどこにするのか細分されるだろ
う。例えば加登他（2007）での研究は管理会計研究全
般について論じられていたのに対し，横田他（2018，
2020）はマネジメント・コントロール，吉田他の一連
の研究（2008ab，2009abc，2018ab）ではBSCや管理
会計実態を対象にシステマティック・レビューが実施
されている。

（２）研究方法

①傾向
　対象となる論文について，どのような研究方法が
とられているのかを検討した。研究方法については，
規範的研究，ケース・スタディ／フィールド・スタ
ディ，サーベイ研究，アーカイバル，文献レビュー等
があげられるが，全般的に言えることは欧米において
は仮説検証型の研究が多く，わが国の場合には規範的

研究が多くを占めていたのである。
　わが国のサーベイ研究は，加登他（2008）によれ
ば，記述型研究が 74%（45本/61本）を占めていた

（p.7）。これに対してVan der Stede te al.（2005）に
よれば，欧米では仮説検証型の研究が89％（116本/130
本）を占めていた（p.665）。わが国の管理会計研究の
特徴として，記述型研究が多いということが明らかに
なった。また，横田他（2018）においても，わが国に
おけるマネジメント・コントロール研究において採用
されている研究方法に関しては，ケース・スタディ／
フィールド・スタディの28.4％（40本/141本）が最も
高い比率となっている（p.68）。
　Hesford et al. （2007）によれば，研究方法について
は「フレームワーク研究」，「分析的研究」，「サーベイ
研究」などは1990年代以降減少する傾向にあり，逆
に「アーカイバル研究」，「ケース研究」，「フィールド
研究」がそれぞれ10％程度まで増加している（p.８）。
これはレレバンス・ロスト以降にケース・スタディや
フィールド・スタディが増加したのと符合する。
　研究トピックに何を選ぶかにより定量的研究が増え
てきている。例えば，横田他（2020）によると，わが
国におけるマネジメント・コントロール研究の領域で
は，1996年以降に，査読付き雑誌の充実に伴って研究
が活発化していると考えられた。2006年から2015年に
おいて３つの研究方法（定性的，定量的，論説）はい
ずれも30％以上を占め，1965年から2015年でみれば

「定量的」が相対的に少ないながらも，３つの研究方
法の比率は概ね拮抗していた（p.22）５）。定量的研究
が30％を超えてきているということは，仮説検証型の
研究も増えてきていると考えることができる。

②理論ベース
　Zimmerman（2001）は，経済学が管理会計研究で
も用いられるべき理論ベースであると主張した。確か
に主要な理論ベースについて，欧米では1981年から
2000年にかけて「経済学」が43.2%，「社会学」39.5%，

「心理学」15.3%と経済学の理論ベースが一番多くなっ
ている。期間における比率の変動があるものの，経済
学・社会学・心理学といった理論にもとづいた研究が
行われている（Hesford et al.（2007），pp.8-9）。
　これに対して，大半の研究が理論ベースに関して

「経済・社会・心理以外」である傾向が，わが国の
BSC研究や管理会計研究を対象とした既存調査（河
合・乙政2012，2013；吉田他2009c）が明らかにして
おり，欧米で主流となっている経済学，社会学，心理
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学などから得られた仮説についての仮説検証型の研究
は，わが国ではわずかにすぎない。わが国の管理会計
研究では理論ベースが意識されない傾向にあるのであ
る。

③リサーチ・クエスチョンと研究方法
　加登他（2008）によれば，わが国における経験的
研究の論文の特徴について次の２点を挙げた（p.11）。
１点目は，わが国では経験的研究が，理論の検証とい
うよりは，むしろ仮説の発見や現実の記述のために用
いられていたということである。レレバンス・ロスト
以降，リサーチ・クエスチョンは管理会計実務がどの
ように行われているかにあったと思われる。その問い
を解決するための方法がケース・スタディやフィール
ド・スタディであったのだろう。
　これに対し，欧米では仮説検証型の研究が支配的と
なっている。このことについて中川（2007）は，レレ
バンス・ロスト以降，実務に注目した大量サンプル調
査の管理会計研究が増加したが，その後北米において
は単に大量サンプル調査を行っただけではなく，方法
論的に精緻化しないと次第にジャーナルに掲載されな
いようになってきたと指摘している（p.114）。
　加登他（2008）が指摘する２点目は，わが国の経験
的研究においては研究の客観性や再現可能性といった
内部妥当性の確保よりも，他の企業や業界への適用可
能性といった外部妥当性の確保を重要視してきたとい
うことである。つまり，このことは内部妥当性がより
重要な問題となる仮説検証型の研究が少ないというわ
が国の経験的研究の傾向を示している。
　欧米においては，トピックスごとの研究方法の傾向
がある。「コスト」関連の論文では,「分析的研究」を
筆頭に，続いて「フレームワーク研究」と「アーカ
イバル研究」が採用されている。「コントロール」関
連の論文では，「フレームワーク研究」，「サーベイ研
究」，「分析的研究」，「実験研究」が多い。
　こうした傾向の背景について，近藤他（2010）によ
れば，コストを被説明変数とする研究の場合，数学的
モデルの想定が，コントロール研究よりも容易である
ことが推察されるからであるという。その一方，コン
トロール研究では，人間行動や認知が中間変数として
存在するため，質問票調査や実験室実験という研究
方法が増えることが推測されるという（p.38）。した
がって，リサーチ・クエスチョンを何にするか，どの
ように設定するのかによって取られるべき研究方法が
決定するといえるだろう。

④文献レビューの限界
　本研究で対象とした文献はレビュー論文であるの
で，研究の限界について明言されたものは少なかっ
た。レビュー論文は研究動向を認識・把握した研究だ
からである。また研究の限界を明言しなくても，研究
者の暗黙の前提としている可能性が考えられる。
　とはいえ，研究方法に関して次のような限界を述べ
られることもある。わが国のマネジメント・コント
ロール研究を調査した横田他（2020）によれば，第１
に，対象論文の選出に際して最も頑健な基準による
キーワード抽出をしているため，マネジメント・コン
トロール研究に分類されうる研究を分析対象から除外
している可能性を否定できない。第２に，システマ
ティック・レビューを用いているため対象論文の引用
文献それぞれがどのような文脈で用いられているのか
を特定できない。システマティック・レビューは内容
分析ではなく，対象となる研究の全般的な傾向をとら
えるためである。第３に，研究者によって厳正に作業
を進めたとはいえ，恣意性が入り込む余地を完全には
除去できないとしている（pp.28-29）６）。
　このような限界はあるものの，横田他（2020）が述
べるように，51年間にわたるわが国のマネジメント・
コントロール研究に対する網羅的かつ客観的な検証
は，わが国の管理会計研究の進展に大きく寄与してい
る（p.29）と考えられ，他の文献レビュー論文も同様
に管理会計研究の現状や動向を把握するために有用で
あり，管理会計研究に十分に貢献していると考えるこ
とができるのである。

Ⅴ　おわりに

　本研究の目的は，2000年以降のわが国における管理
会計研究の動向を明らかにすることであった。本研究
の成果は，文献レビューを通じて，管理会計研究の現
状を明らかにしたことである。わが国においては，管
理会計理論の構築のために，理論の検証を行う研究も
必要になるであろう。今回のレビューから，北米で通
用する管理会計研究のためには，リサーチ・クエス
チョンを明確にした内部妥当性が高い仮説検証型の研
究の必要性が示唆されたのであった。 ただし，管理会
計研究全般からいえば，研究方法の多様性は認められ
るべきであろう。
　廣本（1993）がレレバンス・ロスト直後に指摘した
ものだが，管理会計研究を考えるうえで次の指摘は現
在においても非常に参考になる。「近年における管理
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会計批判は，特定の技法に向けられたものではないこ
とに注意しなければならない。（中略）体系は，個々
の技法の発展を踏まえてはじめて可能になる。（中
略）体系化された管理会計とは，管理会計諸技法の単
なる集合ではないということである」（廣本（1993）
p.26）。つまり，管理会計の個々の手法を記述し理論
化する必要があるものの総体としての管理会計とは何
かを問い続ける必要がある。
　管理会計とは何か，管理会計理論は何かを問い続け
ると，管理会計実務から導出された理論を検証するた
めの研究方法は何かを検討しなければならないだろ
う。加登他（2008）は，管理会計研究に果たす研究
方法の観点から，Zimmerman（2001）の主張に賛同
し，「まさに日本の管理会計研究の現状に対する警告
ともいえる」（加登他（2008），p.11）と言及したので
ある。
　本研究の限界は，他の文献レビューと同様に，対
象とした管理会計研究を取り扱った文献を中心にし
たことにある。もっと管理会計研究全般に貢献する
ためには，より広範に欧米の研究成果を含めたシス
テマティック・レビューが必要になる。例えば，中川

（2007）や近藤他（2010）で見られる欧米で用いられ
る研究方法はわが国の場合とは異なるからである。
　また，2010年代からは管理会計の個別手法のレ
ビュー論文も見られる。2021年となる現在では，研究
の蓄積が増えていると思われる。今後の課題として，
直近10年間において，欧米の研究も対象に個別手法の
動向も調査する必要がある７），８）。 

注
１）�Luft and Shields (2002)，p.796； 加 登 他（2007），

p.1。
２）�ILは，バリュー・ベースト・マネジメント（value-

based management； 以 下，VBMと い う ） の フ
レームワークを用いてレビューした（p.4）。VBM
を採用した理由は，従来的なマネジメント・コン
トロールおよび（当時では進化的だった）ABCや
BSCに取り込みやすいため，そして将来の管理会
計研究のためにVBMの適用可能性を提供するため
であった。

３）�こ こ で 彼 が 本 流 と す る ジ ャ ー ナ ル は，The 
Accounting Review，Contemporary Accounting 
Research，Journal of Accounting and Economics，
Journal of Accounting Research，Review of 
Accounting Studiesで あ る（p.415）。Accounting, 

Organizations, and Societyは含まれていない。
４）�以下の４つの論文である。すなわち，Hopwood 

(2002); Ittner and Larcker (2002); Luft and Shields 
(2002); Lukka and Mouritsen (2002) である。

５）�研究方法間での引用率の低さは，わが国マネジメ
ント・コントロール研究が自ら生み出した知識を
十分に生かし切れていないことを示唆している

（横田他（2020），p.27）。
６）�確かに書誌学的方法は客観性をもって対象とする

論文を選別することができ，再現可能な形で全般
的な傾向をつかむことができるといえる。そうと
はいえ，内容を検討し新たな切り口を提供してく
れる伝統的な文献レビューの重要性が低くなった
とは言えない。

７）�吉田他（2009）による実態調査に向けた留意点か
ら時系列調査の必要性が言及された（p.82）。

８）�吉田他（2018b）の調査の結果，日本企業における
原価計算や原価管理の手法・方法の利用について，
近年10年間の全体的な傾向としては大きな変化・
変容は確認されないとしながらも，10年前の文献
調査からは， ABMや品質コスト・マネジメントの
調査が減り，環境管理会計については当時の環境
会計ガイドラインの普及度を中心とする調査より
多様な手法の調査に拡がりを見せていた（p.31）。
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